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２．５．審査業務の国際化への対応 
２．５．１．国際基準認証調和活動 
 認証審査業務から得られた知見等を活用し、我が

国の国際基準認証調和活動に貢献するため、ＪＡＳ

ＩＣ国内対応会議への継続的な参加、国土交通省へ

の技術的な助言等を行っており、国連の会議にも継

続的に参加し、現地での技術的な助言を実施するほ

か、将来日本に導入される基準に係る情報収集、他

国の専門家との恒久的なネットワークの形成に努

めている。特にＧＲＰＥ／ＷＬＴＰインフォーマル

会議に参加し、ＥＶ／ＨＥＶ系車両の排ガス、燃費、

エネルギー消費について試験法検討グループの議

長として審査官が参画し、議論をリードしている。

また、その過程で研究領域の協力を得て検証試験等

を実施し、議論に反映している。 
２．５．２．アジア諸国への支援 
国際的に調和のとれた基準や認証制度の導入を

アジア諸国において促進することを目的に国土交

通省等が主催した平成23年及び24年のアジア専門

家会議（マレーシアで開催）に講師を派遣し、政府

関係者及び業界関係者に対して、通常使用時と衝突

時における乗車人員の感電保護試験及び衝突時の

乗員保護試験の審査方法について講演を行うなど

の支援を行っている。 
 
 
 
 
 
 

図３ 2011 年の専門家会議の模様 
 
また、来日したアジア諸国の審査機関等に対し

て、試験場の施設・設備見学を受け入れるとともに、

審査方法を説明する等、当該審査機関等の審査能力

向上に貢献している。 
 

３．今後の自動車審査部について 
３．１．第３期中期計画 
 平成２３年度からの５カ年の中期目標を達成す

るために、第３期中期計画を定めた。自動車審査部

においては、自動車に係る国民の安全・安心の確保

及び環境の保全に引き続き貢献すること、高度化・

複雑化する自動車の新技術等や新たな国際枠組み

に確実に対応し、我が国技術の海外展開支援等の観

点から企業がより国際的な活動をしやすい環境を

作り出していくため、業務実施体制の更なる強化を

進めることとしている。 
 自動車審査部においては、中期計画に規定した事

項を着実に実施していく所存である。 
 
３．２．自動車基準認証国際化行動計画 
 国土交通省において、今後も我が国自動車メーカ

ー等が世界で活躍できるようにするためには日本

の基準を国際標準化することが重要であるとの認

識のもと、昨年６月、今後の国際化戦略が「自動車

基準認証国際化行動計画」として取りまとめられ

た。 
 この中で、自動車審査部には、高い技術力に裏打

ちされた国際的に発言力を有する審査機関として

リーダーシップを発揮していくことが期待されて

おり、そのために、①基準策定活動との連携強化、

②審査官の専門性の深化等による組織の技術力の

強化・蓄積、③多国間認証に対応した基準・認証制

度の整備、④申請関係窓口の一本化等による高い利

便性の実現、⑤人的、技術的、制度的、経営的観点

からの持続可能性の確保が重要であるとされてい

る。 
 自動車審査部としても、あるべき審査機関の確立

に向けて取り組みを進めている。 
 

４．まとめ 
近年、複雑で高度な新技術の導入、ハイブリッド

車等次世代自動車の普及が進むほか、安全・環境基

準の強化や国際基準調和の進展等に伴って、審査に

必要となる知識・技術レベルが高まっている。 
このような中で、信頼性の高い審査制度の運用と

確実な審査を実施し自動車の安全確保、環境保全等

を実現しつつ、自動車産業の成長に貢献できる存在

となることを目指す観点から、今後とも、適切な審

査体制の保持・整備、技術職員の育成・配置、技術

力の強化・蓄積、研究部門及びリコール技術検証部

門との連携強化等に努めるとともに、審査の合理

化、申請者の利便性向上に努めて参りたい。 

 

 

 
 

６．トラック・バスの構造・装置に係る最近の不具合・事故の 
要因及び対策に関する考察 
－特に使用環境に係る要因に着目して－ 

 
     リコール技術検証部   ※岩田 剛和  山崎 明男  岩井 章  川上 剛  小溝 幸夫 
 

１．はじめに 
当部は、平成 18 年 5 月の道路運送車両法等の改正

に基づき、当研究所に設置され、国土交通省がユーザ

ー等から収集した自動車の不具合・事故に関する情報

や自動車メーカー等から得た情報について、リコール

に該当する可能性があるかどうか、また、これらのメ

ーカーが国土交通省に届け出たリコールの内容が適

切かどうか、同省の指示により技術的検証を行ってい

る。加えて、同省の職員に同行して、事故・火災の現

地調査等を行うこともある。 
当部では、かつて自動車メーカーで設計・開発に長

く携わり、高度な知識及び豊富な経験を有する技術者

OB を採用し、さらに当研究所の研究領域で長く研究

に従事してきた研究者OB を加えて、技術検証官とし

て配置しており、平成 23 年度はこれまでで最多とな

る延べ 554 件の検証を行っている。このうち、リコー

ル届出につながった、又はリコール届出内容が適切か

どうかの審査に活用された事案が 27 事案あった。 
また、事故や火災の現地調査も 40 件実施している。 
この 6 年余りの技術的検証の経験から見えてきた

ことは、自動車の構造・装置に係る不具合は、その直

接の原因はシンプルなものであっても、その背景に

は、点検・整備、使用環境及び設計・製造に係る要因

が複合しているものが多く、再発防止、さらには未然

防止を図っていくためには、自動車メーカー、整備事

業者、使用者及び行政が、それぞれの立場で、また連

携して対策に取り組むことが不可欠である、というこ

とである。 
そこで、昨年度の本フォーラムでは、ひとたび事故

や火災に至ると人的・物的被害、及びそれによる社会

的影響が大きいトラック・バスについて、構造・装置

に起因する不具合の事例を取り上げ、要因を分析する

とともに、点検・整備、使用環境、設計・製造のそれ

ぞれの観点を含めた総合的な未然防止対策の方向性

について考察を行った。 

今年度は、これを踏まえ、特に使用環境に係る要因

に着目し、最近の不具合事例についてより掘り下げた

分析を行い、対策についての考察を試みたので、その

内容を報告する。 

２．トラック・バスの構造・装置に係る不具合の   

発生状況 

２．１．事故・火災の状況 
国土交通省に自動車メーカーから報告された自動

車の不具合による事故・火災情報は、平成 21 年分か

ら公表されており、平成 23 年に報告された件数は

1,251 件で、うちトラック（貨物車）は 392 件（31％）、

バス（乗合車）は 24 件（2％）を占め、トラック・バ

スの事故・火災情報の報告件数は、その保有台数に比

して多くなっている。また、トラック・バスの事故・

火災情報について自動車メーカーから報告された原

因をみると、特定できなかったもの、調査中のもの、

現車が確認できなかったもの及びその他を合わせて

199 件（48％）あるが、それ以外では、点検整備によ

るものが 110 件(26％）で最も多いほか、特殊な使用

等によるものが 40 件（10％）、外部要因によるものが

30 件（7％）、社外品・後付品によるものが 23 件（6％)
あり、これら使用環境に係るものも少なくない。（図1） 
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はスピンドル部変形によるブレーキの引きずりもし

くはダブルタイヤの相互干渉による火災に至るおそ

れがある。 
・エアサス車のスタビリンカアーム又はトルクロッ

ドブラケットが亀裂を起こして折損し、走行不能又は

走行安定性の喪失に至るおそれがある。 
・トラニオンサドルのブッシュ及びシャフトが摩耗

してガタが生じ、トラニオンサドルが亀裂を起こして

折損し、車体が傾いて走行不能になるおそれがある。 
・フレームのたわみによりプロペラシャフトの交角

が大きくなり、回転曲げモーメントが増大して溶接部

が亀裂を起こして折損し、プロペラシャフトが脱落し

て走行不能となる。さらには、脱落したプロペラシャ

フトに後続車が衝突するおそれがある。 
これらの不具合を起こしている車両は、深煽り架装

車、バルク架装車及び長尺ダンプ架装車に多い傾向が

あり、一部の積載物では過積載になりやすく、重心が

高いことと相まって、カーブ通過時及び右左折時等の

ロール角が大きくなり、過大な負荷が繰り返し各部位

にかかることで寿命が短くなって不具合につながる

と考えられる。積載率自体も 120％を超えるような過

積載が目立つ。また、不具合を起こしている車両の駆

動方式は 6×2（前 1 軸・後 2 軸の 3 軸車で後前軸駆

動）が多い。この方式は車両重量が軽く、かつ、積載

量が多くとれることから、一般的な駆動方式となって

いるが、重量物運送用ダンプ架装車などで採用される

6×4（後 2 軸駆動）よりも後後軸（デッドアクスル）

及びその周辺部位の強度が大幅な過積載に対してや

や弱くなっていることが考えられる。 
このような過積載に伴う不具合・事故を防止するた

めには、 
 ・行政がユーザーに対する指導・監督を行うととも

に、取締りを強化すること 
 ・架装形態や積載物の特性に応じた適切な最大積載

量とすること 
 ・運送事業者の経営トップ自ら「運輸安全マネジメン

ト」を推進し、運転者に過積載をさせない等の輸送の安

全確保に向けた取組みを徹底すること 

 ・荷主や事業発注者が、ユーザーに対して、過積載

をさせないよう目視等により指導するとともに、過積

載にならないような運送依頼や事業発注をすること 
 ・自動車メーカーとしても、市場における使用実態

を常に把握し、適切に設計基準に反映させること、過

積載が常態化しているユーザーに対しては、ディーラ

ー等を通じ過積載に起因する危険な不具合・事故につ

いて具体例とともにより説得力のある注意喚起を行

うこと、必要に応じて架装形態の制限をすること、ま

た、万一大幅な過積載により不具合が起こる場合であ

っても、火災又は重要な走行装置等の折損もしくは脱

落などの危険な最終事象に至る前の予見的事象をユ

ーザーが運転中又は点検・整備時に明確に検知できる

ような設計とすること、さらに、これらの関係者が協

議会等で情報を共有し、より一層連携した取り組みを

行うこと 
が求められるであろう。また、これらの不具合の発生

状況については、要因が複合しうることも念頭におき

つつ、引き続き注視していく必要がある。 
３．２．使用の長期化 
乗用車、トラック・バスとも使用の長期化が進んで

いるが、平均使用年数は、トラックは平成 10 年が 9.5
年、バスが 12.5 年であったのに対し、平成 23 年はそ

れぞれ 13.0 年、17.4 年となっている。特に車齢が 20
年以上の長期使用車の割合は、普通トラックについて

は、15.3％、トレーラ（積載量 5t 以上)に至っては

29.5％に達している（図 5）。 
 
 
 
 
 
 

自動車の平均使用年数 

 
 
 
 

 

注）自検協資料より作成 

図 5 トラック・バス、トレーラの使用の長期化 
このうち、トレーラの使用の長期化に伴う不具合・

事故が近年顕著となっており、当部の技術検証事案で

も、カーブ通過時及び右左折時等のロール等により繰

り返し曲げモーメントがかかり、従来 10 年程度であ

れば強度が確保できたものが、10～20 年を超える使 
用の長期化により、アクスルのスピンドル部のインナ

ーベアリング側端部又はハブのフランジ根元部が亀

普通トラックの保有台数、保有率
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２．２．技術検証の状況 
トラック・バスについて、当部が平成 23 年度及び

24 年９月までに技術検証や事故・火災調査を終了し

た事案のうち、原因が特定できなかったもの、改造に

よるもの及び操縦ミスによるものを除くと、約 6 割は

設計に、約４割は使用環境（積載状況、使用年数、運

転方法等）に、約４割は点検・整備に要因があり、か

つ、昨年度の本フォーラムでも発表したとおり、これ

らの要因のうち 2 つ又は全てが複合的に関わってい

たものが４割あった。（図 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 特に、使用環境に係る要因があった事案は、最終事

象が火災、タイヤの脱落又は衝突事故等、当事者の車

両の損害はもちろん、乗員や周囲の交通の安全にも大

きな影響を及ぼす事象に至るおそれが高いものとな

っている。 

３．技術検証事案の具体例における使用環境に係る不

具合・事故の要因と対策 
 このため、使用環境に係る不具合・事故の主な要因

として、過積載及び使用の長期化を取り上げ、上記の

事案の具体例から対策について考察を行った。また、

その他使用方法等に起因する近年の特徴的な不具

合・事故についても同様な考察を行った。 

 

３．１．過積載 
過積載に係る道路交通法違反取締り件数は近年減

少傾向にあるが、平成 23 年中は 4,638 件あり、過積

載に係る貨物自動車運送事業法違反による行政処分

件数も同様に減少傾向にあるが、平成 22 年度は 128
件あった（図 3）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、市場における普通トラックの積載率の実態調

査によると、平成 22 年度は通常積載率が 100％を超

える車両数の割合が運輸業で 8％、自家用で 9％あり、

特に運輸業のトラクタでは 20％に達していた。この

ように依然として市場の一部では過積載が行われて

いる状況にある（図 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

    
一方、当部の技術検証事案の中で不具合の直接的な

要因が過積載であると分析したものには、次のような

例があった。 
・デッドアクスルのブレーキフランジ周辺の溶接部

又はチューブ溶接部が亀裂を起こし、タイヤの脱落又
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図 3 過積載に係る取締り件数、行政処分件数 

注）2010年度普通トラック市場動向調査（一般社団法人日本自動車工業会)より 
図 4 トラックの積載率の状況 
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はスピンドル部変形によるブレーキの引きずりもし

くはダブルタイヤの相互干渉による火災に至るおそ

れがある。 
・エアサス車のスタビリンカアーム又はトルクロッ

ドブラケットが亀裂を起こして折損し、走行不能又は

走行安定性の喪失に至るおそれがある。 
・トラニオンサドルのブッシュ及びシャフトが摩耗

してガタが生じ、トラニオンサドルが亀裂を起こして

折損し、車体が傾いて走行不能になるおそれがある。 
・フレームのたわみによりプロペラシャフトの交角

が大きくなり、回転曲げモーメントが増大して溶接部

が亀裂を起こして折損し、プロペラシャフトが脱落し

て走行不能となる。さらには、脱落したプロペラシャ

フトに後続車が衝突するおそれがある。 
これらの不具合を起こしている車両は、深煽り架装

車、バルク架装車及び長尺ダンプ架装車に多い傾向が

あり、一部の積載物では過積載になりやすく、重心が

高いことと相まって、カーブ通過時及び右左折時等の

ロール角が大きくなり、過大な負荷が繰り返し各部位

にかかることで寿命が短くなって不具合につながる

と考えられる。積載率自体も 120％を超えるような過

積載が目立つ。また、不具合を起こしている車両の駆

動方式は 6×2（前 1 軸・後 2 軸の 3 軸車で後前軸駆

動）が多い。この方式は車両重量が軽く、かつ、積載

量が多くとれることから、一般的な駆動方式となって

いるが、重量物運送用ダンプ架装車などで採用される

6×4（後 2 軸駆動）よりも後後軸（デッドアクスル）

及びその周辺部位の強度が大幅な過積載に対してや

や弱くなっていることが考えられる。 
このような過積載に伴う不具合・事故を防止するた

めには、 
 ・行政がユーザーに対する指導・監督を行うととも

に、取締りを強化すること 
 ・架装形態や積載物の特性に応じた適切な最大積載

量とすること 
 ・運送事業者の経営トップ自ら「運輸安全マネジメン

ト」を推進し、運転者に過積載をさせない等の輸送の安

全確保に向けた取組みを徹底すること 

 ・荷主や事業発注者が、ユーザーに対して、過積載

をさせないよう目視等により指導するとともに、過積

載にならないような運送依頼や事業発注をすること 
 ・自動車メーカーとしても、市場における使用実態

を常に把握し、適切に設計基準に反映させること、過

積載が常態化しているユーザーに対しては、ディーラ

ー等を通じ過積載に起因する危険な不具合・事故につ

いて具体例とともにより説得力のある注意喚起を行

うこと、必要に応じて架装形態の制限をすること、ま

た、万一大幅な過積載により不具合が起こる場合であ

っても、火災又は重要な走行装置等の折損もしくは脱

落などの危険な最終事象に至る前の予見的事象をユ

ーザーが運転中又は点検・整備時に明確に検知できる

ような設計とすること、さらに、これらの関係者が協

議会等で情報を共有し、より一層連携した取り組みを

行うこと 
が求められるであろう。また、これらの不具合の発生

状況については、要因が複合しうることも念頭におき

つつ、引き続き注視していく必要がある。 
３．２．使用の長期化 
乗用車、トラック・バスとも使用の長期化が進んで

いるが、平均使用年数は、トラックは平成 10 年が 9.5
年、バスが 12.5 年であったのに対し、平成 23 年はそ

れぞれ 13.0 年、17.4 年となっている。特に車齢が 20
年以上の長期使用車の割合は、普通トラックについて

は、15.3％、トレーラ（積載量 5t 以上)に至っては

29.5％に達している（図 5）。 
 
 
 
 
 
 

自動車の平均使用年数 

 
 
 
 

 

注）自検協資料より作成 

図 5 トラック・バス、トレーラの使用の長期化 
このうち、トレーラの使用の長期化に伴う不具合・

事故が近年顕著となっており、当部の技術検証事案で

も、カーブ通過時及び右左折時等のロール等により繰

り返し曲げモーメントがかかり、従来 10 年程度であ

れば強度が確保できたものが、10～20 年を超える使 
用の長期化により、アクスルのスピンドル部のインナ

ーベアリング側端部又はハブのフランジ根元部が亀

普通トラックの保有台数、保有率
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２．２．技術検証の状況 
トラック・バスについて、当部が平成 23 年度及び

24 年９月までに技術検証や事故・火災調査を終了し

た事案のうち、原因が特定できなかったもの、改造に

よるもの及び操縦ミスによるものを除くと、約 6 割は

設計に、約４割は使用環境（積載状況、使用年数、運

転方法等）に、約４割は点検・整備に要因があり、か

つ、昨年度の本フォーラムでも発表したとおり、これ

らの要因のうち 2 つ又は全てが複合的に関わってい

たものが４割あった。（図 2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 特に、使用環境に係る要因があった事案は、最終事

象が火災、タイヤの脱落又は衝突事故等、当事者の車

両の損害はもちろん、乗員や周囲の交通の安全にも大

きな影響を及ぼす事象に至るおそれが高いものとな

っている。 

３．技術検証事案の具体例における使用環境に係る不

具合・事故の要因と対策 
 このため、使用環境に係る不具合・事故の主な要因

として、過積載及び使用の長期化を取り上げ、上記の

事案の具体例から対策について考察を行った。また、

その他使用方法等に起因する近年の特徴的な不具

合・事故についても同様な考察を行った。 

 

３．１．過積載 
過積載に係る道路交通法違反取締り件数は近年減

少傾向にあるが、平成 23 年中は 4,638 件あり、過積

載に係る貨物自動車運送事業法違反による行政処分

件数も同様に減少傾向にあるが、平成 22 年度は 128
件あった（図 3）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、市場における普通トラックの積載率の実態調

査によると、平成 22 年度は通常積載率が 100％を超

える車両数の割合が運輸業で 8％、自家用で 9％あり、

特に運輸業のトラクタでは 20％に達していた。この

ように依然として市場の一部では過積載が行われて

いる状況にある（図 4）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

    
一方、当部の技術検証事案の中で不具合の直接的な

要因が過積載であると分析したものには、次のような

例があった。 
・デッドアクスルのブレーキフランジ周辺の溶接部

又はチューブ溶接部が亀裂を起こし、タイヤの脱落又
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注）2010年度普通トラック市場動向調査（一般社団法人日本自動車工業会)より 
図 4 トラックの積載率の状況 
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７．自動車騒音に関する基準の国際調和 
 
 

 
 

自動車基準認証国調和技術支援室   ※坂本 一朗  成澤 和幸 
 
 

１．はじめに 
自動車や自動車部品の流通の国際化はますます進

展しており、安全対策、地球環境問題など自動車性能

の要求を地球規模でとらえる必要が生じている。加え

て、中国、インドなどアジア諸国において自動車の普

及が急速に進展していることから、日本の技術・基準

をアジア諸国等と共同で国際標準化することが日本

政府の新成長戦略の一環として位置づけられている。 
一方、電子制御技術の多方面への導入など、自動車

技術の高度化に伴い、技術基準に求められる内容が複

雑になっている。これに対応するには専門的知識が豊

富な人材を投入するのが望ましい。 
このような背景から、3 研究領域の研究員と、自動

車審査部の審査官から構成される自動車基準認証国

際調和術支援室を設置し、自動車基準と認証における

国際調和活動を支援するための活動を実施している。 
活動の一つとして、図 1 に示すジュネーブの国連欧

州本部で開催される会議に参加し、日本代表である国

土交通省に対し、室員が技術的な補佐を行うことによ

って、国際基準調和の支援を行っている。主な会議内

容としては、58 年協定と呼ばれる、相互承認協定に

基づく国際基準（ECE 規則）の作成、修正に関する

ものと、98 年協定と呼ばれる世界統一基準（Global 
Technical Regulation - gtr）作成に関するものがあ

る。gtr は 98 年協定に加盟している国は必ず従う必要

があるが、加盟国がすべて同意できるように、各国が

自由に選べる選択肢が盛り込まれていることもある。

一方、ECE 規則は、安全や環境に関わる 120 を超え

る規則があり、58 年協定に加盟している国は、個々

の規則ごとに採択することができるが、相互承認のた

め内容はそのままの形で採択する必要がある。 
日本のように、自動車が大量に普及している国で

は、安全や環境に関する基準がすでに整備されている

場合がある。そこで、国際基準を採択する場合、国内

の基準を国際基準に合わせる必要がある。両者の基準

に違いが無い場合、あるいは違いがあっても合わせる

ことが可能な場合は比較的容易に導入することがで

きる。しかし、基準の多くは、試験法や規制値が異な

り、容易に合わせることができない。特に、国の地域

性や国民性、文化の影響を受ける騒音に関する ECE
規則については、日本での採択は難しいと言われてい

た。しかし、ここ数年で、自動車の国際基準調和の重

要性が急激に高まっており、自動車騒音についても、

ECE 規則の国内採択が求められている。そのため、

国土交通省、環境省、自動車工業会、交通安全環境研

究所等が協力して、自動車騒音に関する ECE 規則の

国内採択の実現に向けた活動を行っているので、その

内容を紹介する。 
 

２．自動車騒音に関するECE 規則 
 自動車騒音に関する ECE 規則は図 1 で示す GRB
（騒音専門家会議）で扱われており、主なものとして

以下が挙げられる。 
 ・R51（四輪車の騒音） 
 ・R41（二輪車の騒音） 
 ・R59（交換用マフラー（四輪車）） 
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図 1 自動車の国際基準を担当する国連の組織 

 

 

裂を起こして折損し、タイヤの脱落に至るおそれがあ

る例があった。 
これらについては、ユーザー又は整備事業者がきめ

細かな点検により微小な亀裂の段階で発見すること

が重要であるが、カラーチェックなど実際には確実な

適用が難しい点検方法もある。トレーラメーカーとし

ても、市場における使用の長期化を踏まえて設計基準

に反映させること、それでもなおアクスルやハブなど

の重要部位が、想定される使用期間の中で有限寿命と

判断される場合には、容易な点検・整備の方法を示し、

確実な実施を促すこと、必要に応じて寿命を開示して

定期交換されるようにすること、また、過積載のケー

スと同様、万一不具合が起こる場合であっても、危険

な最終事象に至る前の予見的事象を明確に検知でき

るような設計とすることが求められるであろう。 
３．３．その他使用環境等に起因する不具合 
事故・火災調査において、積載物の一部とみられる

木くずなどの可燃物がエンジンの排気系の高温部に

付着して発火したと考えられる例が複数あった。特に

中・小型トラックにおいて、積み下ろし等を繰り返す

間にこれらの可燃物がキャブと荷台の間に落下、堆積

し、排気マニホールドとヒートプロテクタの隙間など

に入り込んだものと考えられる。今後このような火災

事例についてユーザーに周知し、これら可燃物の適切

な清掃を促すとともに、自動車メーカーとしても清掃

方法を明確化し、あわせて、清掃しやすい、またこれ

らの可燃物が堆積・入り込みにくい構造としていくこ

とが必要と考えられる。 
 また、たばこ等の外部火種を吸気ダクトから吸い込

んだことによる火災と考えられる例も複数あった。以

前のトラックは、吸気ダクトをキャブ左側後部に設置

したものが多かったが、近年のトラックでは、排出ガ

ス・燃費対策の一環としてエンジンに過給器を装着

し、最適なレイアウトとするためにキャブ右側（運転

者席側）後部に吸気ダクトを設置したものが多くなっ

ている。現在、吸気ダクトには異物侵入防止のための

網が装着され、網目も細かくなっているが、何らかの

要因でたばこの吸殻の先端部等が入り込みエレメン

トに付着、発火する可能性がある。このような火災事

例についてもユーザーに周知し、注意喚起していくと 
ともに、吸気ダクトについて、火種を吸い込み難い構

造及びより適切なレイアウトの検討が望まれる。 

 

４．おわりに 
以上述べてきたように、使用環境に係る不具合・事

故を防止するためには、ユーザーによる使用実態をメ

ーカーが常にきめ細かく把握し、それを踏まえて設計

基準に反映させていくことが重要であるが、一方で、

大幅な過積載、使用の長期化等の使用実態の変化、及

び一部の特定の使用条件まで全てを設計でカバーし

ようとすることは車両重量、燃費及び価格等の面から

現実には困難な点も多い。メーカー、整備事業者及び

行政によるユーザーへの情報提供、注意喚起及び指導

により、ユーザーによる適切な使用及び点検・整備と

メーカーによる適切な設計との役割分担について、ユ

ーザーが納得できるようなコンセンサスを形成して

いくことが不可欠であろう。また、それでも発生しう

る厳しい使用環境に起因する不具合に対しては、繰り

返しになるが、危険な最終事象に至る前の予見的事象

をユーザーが運転中又は点検・整備時に明確に検知で

きるような設計、さらには寿命の開示などについて、

自動車メーカー等として、また業界横断的に取り組む

べきであると考える。 

当部では、技術検証の結果をもとに、自動車の不具

合を防止するため、点検・整備の充実や使用環境の適

正化に係るユーザーへの幅広い対策となるものにつ

いて、国土交通省を通じ、ホームページ等で注意喚起

を図ってきた。現在、より効率的、効果的な技術検証

を進めるため、検証に係る各種情報やノウハウのデー

タベース化等の活動を行っているところであるが、今

後とも、国土交通省にユーザーから寄せられた不具合

情報、及び自動車メーカー等から報告された自動車の

不具合による事故・火災情報等を常時把握し、技術検

証事案の適時的確な抽出、効率的な検証に取り組み、

不具合の原因・メカニズムの解明、並びに多発性、予

見性、最終事象の危険性及び対策の効果の分析を行う

とともに、一旦技術検証を終了した事案についても、

その後の不具合の発生状況によっては早急に検証を

再開する等により、リコール等の措置のほか、点検・

整備の充実及び使用環境の適正化も含めた効果的な

対策の迅速な実施につながるよう努めていきたい。こ

のため、技術検証で得られた知見については、本フォ

ーラムを始め、様々な機会に自動車メーカー、整備事

業者、ユーザー、行政などの関係者に積極的にフィー

ドバックしていきたい。 

 


